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デビットカード取引規定 
 

（令和２年４月１日現在） 

第１章 デビットカード取引 

 

１．（適用範囲） 

  次の各号のうち、いずれかの者（以下「加盟店」といいます。）に対して、デビットカ

ード（当組合がカード規定およびＩＣカード規定にもとづいて、普通貯金（総合口座取

引の普通貯金を含みます。）、ＪＡカードローン、営農ローンについて発行するＪＡキャ

ッシュカード。以下「カード」といいます。）を提示して、当該加盟店が行う商品の販売

または役務の提供等（以下「売買取引」といいます。）について当該加盟店に対して負担

する債務（以下「売買取引債務」といいます。）を当該カードの貯金口座（以下「貯金口

座」といいます。）から貯金の引落し（総合口座取引規定、ＪＡカードローン取引約定書

およびカード規定、ＩＣカード規定、営農ローン取引約定書にもとづく当座貸越による

引落しを含みます。）によって支払う取引（以下本章において「デビットカード取引」と

いいます。）については、この章の規定により取扱います。 

   ① 日本デビットカード推進協議会（以下「協議会」といいます。）所定の加盟店規約

（以下、本章において「規約」といいます。）を承認のうえ、協議会に直接加盟店と

して登録され、協議会の会員である一または複数の金融機関（以下「加盟店金融機

関」といいます。）と規約所定の加盟店契約を締結した法人または個人（以下「直接

加盟店」といいます。）。ただし、当該加盟店契約の定めに基づき、当組合のカード

が直接加盟店で利用できない場合があります。 

   ② 規約を承認のうえ、直接加盟店と規約所定の間接加盟店契約を締結した法人また

は個人（以下、「間接加盟店」といいます。）。ただし、規約所定の間接加盟店契約の

定めに基づき、当組合のカードが間接加盟店で利用できない場合があります。 

   ③  規約を承認のうえ協議会に任意組合として登録され、加盟店金融機関と加盟店契

約を締結した、民法上の組合の組合員であり、規約を承認した法人または個人（以

下「組合事業加盟店」といいます。）。ただし、規約所定の組合契約の定めに基づき、

当組合のカードが組合事業加盟店で利用できない場合があります。 

 

２．（利用方法等） 

 (1)  カードをデビットカード取引に利用するときは、自らカードを加盟店に設置された

デビットカード取引にかかる機能を備えた端末機（以下「端末機」といいます。）に読

み取らせるかまたは加盟店にカードを引き渡したうえ加盟店を通じてカードを端末機

に読み取らせ、端末機に表示された売買取引債務の金額を確認したうえで、端末機に

カードの暗証番号を第三者（加盟店の従業員を含みます。）に見られないように注意し

つつ自ら入力してください。


